
株式会社堀場アドバンスドテクノ 

貸　　借　　対　　照　　表
                        (２０１８年１２月３１日現在）

〔単位　千円〕
資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

流   動   資   産     （ 8,576,634 ） 流   動   負   債 （ 3,591,189 ）

現 金 預 金 2,268,719 2,853

受 取 手 形 552,258 2,457,442

電 子 記 録 債 権 1,144,037 811,468

売 掛 金 2,297,556 114,350

商 品 及 び 製 品 845,875 31,159

仕 掛 品 475,425 20,700

原材料及び貯蔵品 518,504 48,000

繰 延 税 金 資 産 212,230 105,215

そ の 他 262,025

固   定   資   産     （ 589,236 ） 固    定   負   債 （ 21,990 ）

有 形 固 定 資 産 （ 498,957 ） 3,997

建 物 30,073 17,993

構 築 物 96

機 械 及 び 装 置 50,586

車 両 運 搬 具 3,633

工具器具及び備品 194,251

土 地 219,231

建 設 仮 勘 定 1,085 3,613,180

無 形 固 定 資 産    （ 12,019 ）

ソ フ ト ウ ェ ア 12,019 株　　主　　資　　本 （ 5,524,942 ）

資      本      金 （ 250,000 ）

（ 78,259 ）

投 資 有 価 証 券 56,965 利  益  剰  余  金 （ 5,274,942 ）

出 資 金 10 （ 92,570 ）

長 期 前 払 費 用 559 （ 5,182,372 ）

破 産 更 生 債 権 等 704 5,182,372

そ の 他 20,820 う ち 当 期 純 利益 1,827,359

貸 倒 引 当 金 △ 800 評価・換算差額等 （ 27,747 ）

その他有価証券評価差額金 27,747

5,552,690

9,165,870 9,165,870

(注)記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

その他利益剰余金

繰 越 利 益 剰 余金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

負 債 合 計

純　　　資　　　産　　 の　　　部

投 資 そ の 他 の 資 産

利 益 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

前 受 金

賞 与 引 当 金

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

 

 

 

 

 

  



 

 

1.重要な会計方針
（1）

評価差額は全部純資産直入法により処理しております。

（2）

（原価法は、収益性の低下による簿価切下げの方法を採用しております。）

原材料及び貯蔵品

（3） 固定資産の減価償却の方法

（リース資産を除く）

（リース資産を除く）

リース資産

（4）

（5）
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

（6）

（7）

２.株主資本等変動計算書に関する注記
（1） 　　　　500,000株

３.その他の注記
（1） ・・・・・・・・・ 883,269千円

（2） ・・・・・・・・・・・・・・・  75,324千円

　
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

当該事業年度の末日における発行済株式の数 ・・・・・・・・・・・・・・・・

有形固定資産の減価償却累計額 

当期の減価償却実施額

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算方法

消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

製 品 保 証 引 当 金 ・・・・・・ 製品保証費用の支出に備えるため、過去の実績額を基礎として当社所定の基準により計上してい

るほか、個別に勘案した見積額を計上しております。

退 職 給 付 引 当 金 ・・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、退職給付

債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(5年）による定額法により翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。

賞 与 引 当 金 ・・・・・・ 従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金額を計上し

ております。

移動平均法による原価法

有形固定資産 定額法を採用しております。

無形固定資産 定額法を採用しております。

ソフトウェア(自社利用)については、社内における見込利用可能期間（5年）に基づいております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 ・・・・・・ 受取手形、売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個々の回収可能性を検討して、回収不能

見込額を合わせて計上しております。

時価のないもの ・・・・・・ 総平均法による原価法

たな卸資産の評価基準および評価方法

商品及び製品・仕掛品 総平均法による原価法

個 別 注 記 表

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの ・・・・・・ 決算日の市場価格等による時価法

 
 


